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【手続補正書】
【提出日】平成24年5月18日(2012.5.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操舵力を発生するためのアクチュエータとしての複数の電動モータと、上記電動モータ
に接続された第１の減速機構と、上記第１の減速機構に接続された第２の減速機構と、上
記第２の減速機構に接続された舵取り機構と、を備え、
　上記電動モータおよび上記第１の減速機構を含むサブアセンブリが構成されており、
　上記第１の減速機構は、複数の駆動部材と、従動部材と、を含み、
　上記電動モータの回転軸と上記従動部材の支軸とが平行であり、
　上記第１の減速機構の各駆動部材が、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ接続され
、且つ上記第１の減速機構の上記従動部材に伝動可能に連結されていることを特徴とする
車両用操舵装置。
【請求項２】
　請求項１において、上記第１の減速機構の駆動部材および従動部材は、互いに噛み合わ
される歯車を含み、上記歯車は平歯、山歯またははす歯であることを特徴とする車両用操
舵装置。
【請求項３】
　請求項２において、上記従動部材は、同軸に連結された２つのはす歯歯車を含み、上記
２つのはす歯歯車の歯すじ方向が互いに異なっていることを特徴とする車両用操舵装置。
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【請求項４】
　請求項１において、上記駆動部材および上記従動部材が、無端帯を介して伝動可能に連
結されていることを特徴とする車両用操舵装置。
【請求項５】
　請求項４において、
　上記第１の減速機構の各駆動部材は、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ同行回転
可能に連結され、
　上記複数の駆動部材は、上記無端帯に内接する駆動部材と、上記無端帯に外接する駆動
部材と、を含むことを特徴とする車両用操舵装置。
【請求項６】
　請求項１から５の何れか１項において、上記従動部材の回転角を検出する回転角検出装
置を備えることを特徴とする車両用操舵装置。
【請求項７】
　請求項１または５において、上記複数の電動モータのうち何れか１つの電動モータの回
転軸の回転角を検出する回転角検出装置、または上記第１の減速機構の駆動部材および従
動部材の何れか１つの回転角を検出する回転角検出装置の何れか一方を備えることを特徴
とする車両用操舵装置。
【請求項８】
　請求項１から７の何れか１項において、上記従動部材に作用するスラスト方向の力を弾
性的に受ける弾性部材を備えることを特徴とする車両用操舵装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　上記課題を解決するため、本発明は、操舵力を発生するためのアクチュエータとしての
複数の電動モータ（１６１，１６２，…）と、上記電動モータに接続された第１の減速機
構（１７；１７Ａ；１７Ｂ；１７Ｃ；１７Ｄ；１７Ｅ）と、上記第１の減速機構に接続さ
れた第２の減速機構（１８）と、上記第２の減速機構に接続された舵取り機構（Ａ）と、
を備え、上記電動モータおよび上記第１の減速機構を含むサブアセンブリ（ＳＡ；ＳＡ１
）が構成されており、上記第１の減速機構は、複数の駆動部材（２１１，２１２，…；８
１１，８１２）と、従動部材（２２；２２１，２２２，…；８２）と、を含み、上記電動
モータの回転軸（２０）と上記従動部材の支軸（３２；８４）とが平行であり、上記第１
の減速機構の各駆動部材が、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ接続され、且つ上記
第１の減速機構の上記従動部材に伝動可能に連結されていることを特徴とするものである
。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　また、上記第１の減速機構は、駆動部材（２１１，２１２，…；８１１，８１２）およ
び従動部材（２２；２２１，２２２，…；８２）を含み、上記アクチュエータとしての電
動モータの回転軸（２０）と上記従動部材の支軸（３２；８４）とが平行であるので、下
記の利点がある。すなわち、電動モータの回転軸の軸方向に関して、駆動部材および従動
部材を同じ位置に配置することができるので、電動モータの回転軸の軸方向に関して、サ
ブアセンブリを小型にすることができ、ひいては車両用操舵装置を小型にすることができ
る。
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　また、上記アクチュエータは、複数の電動モータ（１６１，１６２，…）を含み、上記
第１の減速機構の駆動部材が複数設けられ、上記第１の減速機構の各駆動部材が、対応す
る電動モータの回転軸にそれぞれ接続され、且つ上記第１の減速機構の上記従動部材に伝
動可能に連結されているので、下記の利点がある。すなわち、複数のモータを横並びで配
置するとともに、対応する電動モータの回転軸に接続された各駆動部材および従動部材を
、上記回転軸の軸方向に関して同じ位置に配置することができる。したがって、電動モー
タの回転軸の軸方向に関して、サブアセンブリをより小型にすることができ、ひいては車
両用操舵装置をより小型にすることができる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　また、上記第１の減速機構の駆動部材および従動部材は、互いに噛み合わされる歯車（
２１１，２１２，２２；２１１，２２１，２１２，２２２；…）を含み、上記歯車は平歯
、山歯またははす歯である場合がある（請求項２）。この場合、歯車伝動を用いるので、
動力伝達が確実である。特に、はす歯を用いた場合には、歯の噛み合い率を高くすること
ができるので、高出力を伝達するうえで好ましい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　また、上記従動部材は、同軸に連結された２つのはす歯歯車（２２１，２２２）を含み
、上記２つのはす歯歯車の歯すじ方向（Ｘ１，Ｘ２）が互いに異なっている場合がある（
請求項３）。この場合、２つのはす歯に作用する駆動反力の軸方向成分（スラスト力）が
、互いに逆方向に働いて相殺される。その結果、特に高速回転のときに、スラスト力に起
因した歯車の伝達効率の低下を抑制することができる。すなわち、第１の減速機構の伝達
効率を向上することができる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　また、上記駆動部材および上記従動部材が、無端帯（８３）を介して伝動可能に連結さ
れている場合がある（請求項４）。この場合、無端帯の取りまわしの自由度が高いので、
駆動部材および従動部材の設置の自由度を高くすることができる。ひいては、スペースの
狭い箇所にも本車両用操舵装置を設置することが可能となる。
　また、上記第１の減速機構の各駆動部材は、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ同
行回転可能に連結され、上記複数の駆動部材は、上記無端帯に内接する駆動部材（８１１
，８１４）と、上記無端帯に外接する駆動部材（８１２，８１３）と、を含む場合がある
（請求項５）。この場合、無端帯に外接する駆動部材および内接する駆動部材が、互いに
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他の駆動部材に対して無端帯を押し付けるように、無端帯に張力を負荷することになる。
したがって、別途にテンショナを設ける必要がなく、構造を簡素化することができる。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　また、上記従動部材の回転角を検出する回転角検出装置（７４）を備える場合がある（
請求項６）。電動モータの回転軸に連動して回転している従動部材の回転角を検出するの
で、従来用いていた、電動モータ内の回転角検出装置を廃止することが可能となる。
　また、上記複数の電動モータのうち何れか１つの電動モータの回転軸の回転角を検出す
る回転角検出装置（７４Ｂ）、または上記第１の減速機構の駆動部材および従動部材の何
れか１つの回転角を検出する回転角検出装置（７４Ａ；７４）の何れか一方を備える場合
がある（請求項７）。この場合、複数の電動モータを用いる場合に、何れか１つの電動モ
ータか、何れか１つの駆動部材か、何れか１つの従動部材の回転角を検出することで、各
電動モータの回転角の検出を代用することができる。したがって、構造を格段に簡素化す
ることができる。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　また、上記従動部材に作用するスラスト方向の力を弾性的に受ける弾性部材（５６，５
７）を備える場合がある（請求項８）。この場合、上記スラスト力に起因した歯車の伝達
効率の低下を抑制することができる。すなわち、第１の減速機構の伝達効率を向上するこ
とができる。
　なお、上記において、括弧内の英数字は、後述する実施形態における対応構成要素の参
照符号を表すものであるが、これらの参照符号により特許請求の範囲を限定する趣旨では
ない。
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